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要旨 ：
一般的に耐震性能は各層の重心位置等の代表的な位置における層間変形角で検討され る

が、 偏心を有する建物を考えた場合 、 局部的に大変形を生ずる フ レ ーム が 存在する こ とと な り、

こ の 方法は必ず しも安全性を確認 して い るこ とに な らな い e 筆者ら は偏心 を有す る RC 造建物 の

耐力割増 し方法を提案し、そ の 方法を立体 フ レーム実験 に よ り検証 した。

キーワー
ド ：偏心 、 耐力割増 し率 、 立体フ レ

ー
ム実験

1。は じめ に

　建築基準法施行令第 82 条 の 4［1】で は 、構造計算

フ ロ ーにおけ るル
ー

ト 3 に よる場合、保 有水平耐

力 （Qの が必要保有水平耐力 （eun）以上 で あ る

こ とを確かめ る こ とにな っ て い る 。 2un を算 出す

る際、 偏心 率 （Re）が 0．15 を超える と、 建物の

et■ を Re に 応 じて 割増 し係数 Fe によ り割増 す こ

ととして い る 。 しか し、目標 とするそ の 建物 の 耐

震性能は不明確で ある 。

　一般的に耐震性能は各層の 重心位置等の 代表的

な位置にお ける層間変形角で検討され るが、偏心

を有する建物 を考えた場 合、局部的 に 大変形 を生

ず るフ レ
ー

ム が存在す る こ と とな り、こ の 方法は

必ず しも安全性を確認 して い る こ とにな らない 。

　筆者 らは、各層各 フ レーム ごとの 層間変位 を検

討 の対象とし、全て の フ レーム が終局限界変形角

を超えな い こ とを目標性能と して 定め、そ の 目標

を達成 す るためには フ レーム ご とに耐力割増 しを

行 うことが有効であ ることを示 した 。
［2】

　本論 で は縮 小模型試験体 （S＝1：7）お よび それを

筆者らが提案する耐力割増 し方法によ り設計 した

試験体 を製作 し 、 水平力 を載荷 す る実験 に よ り解

析結果の 適合性、耐力割増 し方法 の妥当性 などを

検証する 。

　全て の試験体は変位制御に よ り載荷 した 。 無偏

心 モ デ ル が 吸収 したエ ネル ギー
を入 力エ ネ ル ギー

量 の 基準 とし、偏 心を有 する モ デル がそ の 基準 と

なるエ ネル ギー量を吸収 した と きの 、 各 フ レーム

の変位を比較す る も の とする 。

2．各 フ レ
ー

ム ごと に お け る耐 力割増 し率の

　 ＃出方法の提案

耐力 の 割増 しは各層 に お い て 各フ レーム ごとに

行 うも の とする 。 本論の 耐力割増 しは 、 偏心 を有

す る建物を無偏心建物に モ デ ル 化 し 、 そ の モ デ ル

と同等の エ ネルギー
吸収能力に向上 させ るこ とと

し、 以下の 手順による。

  各フ レーム の 変位が 同
一

になる様 に地震力 を

　入力 し解析を行う 。 （無偏心 モ デ ル に置 き換え解

析をする 。 また、無偏心 モ デ ル の Qu は ρun 以

　上 で ある こ とを確認 する 。 ）

  終局限界 時変位に 達する ま で に 吸収 したエ ネ

　ル ギーを算出する 。 （i層の 吸収 したエネルキ  を 「ゴ

層必要 エ ネル ギー量（以 下、iEo）」 と定義す る。）

  偏心 を有する建物の 重 心 に地震力 を入 力 し解

　析を行 い 、 沼 o 吸収時変位を求める。

  各層 にお い て フ レーム ごとに iEo 吸収時変位

　が終局限界時変位以下 になるよ うに エ ネル ギー

　一
定則 を用 い て フ レ

ーム 耐力割増 し率を算出す

　る 。 　（捩れ変位 が増大する フ レーム の 耐力を割

　増す こ とによ り iEo 吸収時変位が小さ くなるよ

　うに する 。 ）

  割増 し後の 断面で 地震力 を重心 に入 力 し解析

　を行 い、Eo 吸収時変位が 終局限界時変位を超え
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て 、、ない こ とを確認する 。

3．解析

3．1 解析方法

前述 2 章お よび後述の構造解析は以下の ような モ

デル 化 を行 い 、1方向静的解析によ る もの とす る。

i ） 各階の 質量はそれ ぞれ の 床面内 に均
一

に分

　 布す るも の とするが 、
パ ラメーターとして 重心

　 位置 （載荷位置）は変動で き るもの とする 。

ti）ラーメ ン フ レーム は線材置換 し 、 文献【3】、 ［4】

　 を参考 に 柱 お よび 梁 の 材端は マ ル チ ス プ リ ン

　 グモ デル と し軸方向変位を考慮する 。 耐震壁部

　 分は 面材モ デ ル （以下 、 FEM モ デル）に 置換 し、

　 非線形 2 次元有限要素法解析に よるため の 要

　 素分割を行 う 。

ni）建物を 2 次元 フ レ ーム の 組 み 合 わせ によ る 3

　 次元擬似 立体骨組 に置換 し、外力分布形は Ai

　 分布に基づ き、ス テ ヅ プご とに水平剛性を算

　 出 し捩 りモ ーメ ン トを考慮 し て 各層 におい て

　 各フ レーム に外力を分配 した 。

iv）基礎梁下端は ピ ン 支持と した 。

偏心を有す る建物の 弾塑性性状を把握する場合、

耐震壁 の剛性評価が重要とな る の で 、 耐震壁部分

を線材モ デ ル に置換する こ との 問題点［2】等を考慮　h

し、耐震壁部分に FEM モ デル を用 い た 。
　FEM モ

デル を使用 して動的な解析を行うこ とは困難で あ

る。本論におい て は、耐震壁の 剛性評価を詳細に

行うことを最重要項目として、静的
一

方向 の 外力

を与えた解析を行 い 、動的影響に つ い て は今後 の

研究課題と した 。

3 モ デル で モ デル名 「00」 は偏心の ない モ デ ル で

ある 。
「03」は上層階の セ ッ トバ ッ ク等を想定 し、

重心位置 （載荷位置）を 130mm 、
　 X1 通 り側に移

動したモ デル で ある 。
「05」 は重心位置 （載荷位

置）を 180mm
、
　 X1 通 り側に移動したモ デル で あ

る。モ デ ル 名 「00、03 および 05」 は偏心率【1］の レ

ベ ル を示 し、それぞれ偏心率は O．O、≒0．3 および

≒O．5 で あ る。

部材 リス トを図 7〜 9 お よび 表 2 に示す 。 すべ て

の部材は文献【1］に準じ、 架構を構成する部材に生

ず る応 力に対 して せ ん断破壊等耐力が急激に低下

する破壊が生 じない よう、塑性変形の度が特に高

い部材（FA ，
WA ）として設定した 。

　本章の解析は後述の実験に用 い る試験体の準備

解析 として 位置付 ける 。 試験体 は縮小模型 で あ り、

製作上、柱 主筋 量を上下 階で 変更す る こ とは困難

で ある。層ごとで柱断面は異な らな い ため、2、3

層の柱主筋は過度に配筋され て い る こ とになる 。

よっ て 、 本論の 主な検討対象層は 1層である 。

柱断面は B × D＝100× 1001nm断面の柱 2本分の

曲げ耐力を有するように B × D ＝ 200 × 100mm と し

て 設計した 。 柱 の せ ん断ス パ ン 比を変えずに曲げ
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　 　 　 　 図 1　 基 礎 伏 図

3．2 解析モ デル

　図 1〜6に解析モデル の 伏図お よび軸組図を示

す 。 ス パ ン は 850mm
、 ス パ ン数は X 方向2 ス パ ン 、

Y 方向 1 ス パ ン と し 、 X2 通 りに耐震璧 フ レーム を

有する 。 階数は 3 階で 階高は 1、2 階で 490mm 、 3

階で は 500mm とした 。 表 1 に解析モデル
ー

覧を

示す。 モ デ ル 全ての 柱断面は C1 お よび C4 で あ り、

梁 ・壁 ・ス ラ ブ断面も全 て共通である 。 （（）内

の 柱符号 C2 お よび C3 は後述に よる 。 ）モ デル の

変動要因は重心位置 （載荷位置）で ある 。 総数は

　 ttl　　 P 　　　魯

図 3　 3階柱・壁 R階 梁・床 伏 図
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　 　 　 　 　 　 　 　 　図8　 梁リスト

耐力を増加させる こ とによ り、層 の 耐力に対する

耐震壁 フ レーム が 占める耐力の割合を低下させ よ

うと したためで あ る 。

構造物はおもに梁降伏型 の 崩壊 メカ ニ ズ ム を形

成するように設計する場合が多い が、ス ラ ブの協

力幅は梁の曲げ終局強度に複雑な影響を及ぼすと

考えられる。 本論の解析モデルは明解な崩壊メカ

ニ ズ ム を形成するモ デ ル とする ために 、 1階の柱

頭、柱脚、壁脚に ヒ ン ジを形成す る ように設計 し

た 。 よ っ て、梁および ス ラブの曲げ終局強度を十

分 に高くするために梁主筋および ス ラ ブ筋には異

形 PC 鋼棒 U7 ．1〜U12．6 （σ y21CO5 〜1455MPa）

を用 い た 。

3．3 材料の モ デル化

　 コ ン クリートは弾塑性と して 、 要素内の歪みは

表 1　 解 析モ デル ー覧

　 　 　 　 　 　 　 　 Re：弾性 剛性時偏心率

図 9 　壁リス ト 　 gn ：載荷芯〈k ＝0は X1通 りと

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Y2 通 りの 交 点 と する 〉

　 　 　 　 　 　 表 2　 ス ラブ リス ト

符 号　　　　 ／ 　　　π 方臼　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　黜 7 方向 置

上俎岐 　　　 班 ユ6◎1  盟 ユ 6＠  

棚 1
下蟷筋 　 　 　 凵 ユ6＠ foo 切 ユ 6＠Joo

脚

” ．  1。 噸 。 σ z4＠ ∫o　 　 5 ∠一．1．一一
　 　 32

上岨鱶　　 　【〃a卿 砌 盟 a 碑  

砌… 一
’衄

下蟷筋　　　 【πa旭 1  σ7a嚠 衄

一
様 と した 。 面材置換し た耐震壁部分にお い て 二

軸応力下 の 構成則には、Danmn ，　P    01d による

等価歪みに基づ い て決定 してい る 。 引張応力度の

場合は最大引張応力度に達するまで線形弾性 とす

る。 最大引張応力度に達 した後、 要素の剛性は負

勾配とし歪度の増大とともに応力を低下させ るモ

デル 同 と した。コ ン ク リート圧縮強度は 基礎部

42．OMPa 、

一
般階 27．OMPa とする 。 図 10 に鉄筋の

応力度一搬 （σ
一

ε ）関係を示す 。 鉄筋は線材要

素として 、 その σ
一

ε 関係は図中点線の ような

Tri−1inear型 とす る。　D13 は明瞭な降伏棚 を示 した

た め σ
一

ε 関係は D10 と同様に モ デル 化 した（降

伏応力度は D6 ：337、　DIO ：358、　D13 ：360MPa ）。 異形

PC 鋼棒の σ
一

ε 関係は bi−linear型とした 。 鉄筋 と

コ ン クリ
ー

トの 付着表現 にはボ ン ドリン ク同 を用

い た 。

4．解析結果

4．1層せん 断カー層聞変位 関係

　図 11に 3 モデル の層 せ ん断カー層間変位（Q一

δ）関係を示す。 δ （お よび 層間変形角（R））は 重

心位置（載荷位置）の値を用 い た 。 全 て の モ デル に

お い て 1 階柱頭 ・柱脚
・
壁脚 に ヒ ン ジが 生じ、同

様の崩壊メ カニ ズム を形成 したため 、 最大荷重は

ほぼ同 じである 。 初期剛性は ほぼ同 じである が 、

塑性化に伴う 剛性低下 が異な り、 偏心距離に 比例

して （「00」 → 「03」 → 「05」 ）、剛性低下が大 き

くなる こ とが分かる 。 剛性低下が大きくなるの は
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捩れ変位が増大する ためで ある と考えられる 。
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一
般的な建物で は R≒1／400〜1／200（rad ）におい

て 壁脚が曲げ降伏 し、R ≒1200〜1！100（rad）で崩壊

メ カ ニ ズ ム を形成し最大荷重 に達する と考えられ

る 。 本論 の モ デ ル で は全 て の 壁筋お よび壁 フ レ
ー

ム柱（C4）主筋に 、明瞭な降伏棚を示さず歪度が

60，（XX〕（μ ）程度まで応力が上昇する材料特性i（図

10）を有する D6 を用 い たため 、　 R＝1／60〜1／50 （rad ）

で崩壊メ カ ニ ズ ム を 形成 し最大耐力に 達 した 。 文

献［6】で は終局限界状態をR ＝ 11100〜 1／80 （rad ）と設

定 して い るが、フ レーム の エ ネルギ
ー

吸収量は塑

性域で 大きくなるため 、 本論では 1／50（rad）に設定

する。

4．2 各フ レーム ご と に おけ る耐力割増 し率

　前述 2 章 と同様に無偏心 モ デ ル が 終局限界時変
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〇5解析値

1　　　　　　　　 2　　　　　　　　 3

　 　 　× 1〜X3 通 りフ レ ーム

図12 必要エ ネル ギ
ー

吸収時変位分布

　 　表3　 耐力割増し率
一

覧

モブ 距名 x1 通り柱主 筋（柱符号） 偏 心 率
　耐力

割増し率

03 6−DlO （C り

03R 1〔レD10（C2）
0．31

．34

05 6−D10 （Cl）

05R4 −DlO ＋ 6−D13 （C3）
0．52

．11

位（δu ）に達する まで に吸収 した

エ ネ ル ギーを 「必要 エ ネル ギー

量 」 と定義 し、 偏 心を有する建物

の 耐震 性能を向上 させ る 目標は

必要 エ ネ ル ギー量 を建物が吸 収

した際の 各 フ レーム の 変位 が δu

を超えない こ ととする。

　図 12 に必要 エ ネル ギー
吸収時

変位分布を示す 。 図は各モ デ ル が

必要エ ネル ギーを吸収 した とき

の 各 フ レーム の 層間変位 を プ ロ ッ トし、それ を直

線で 結んだ もの （以下 、 変位分 布）で あ る 。 モ デ

ル 名 「03」 、　 「05」 の 必要エ ネ ル ギ
ー

吸収時変位

分布はお もに Xl 通 りフ レーム に お い て δ u を上

回る 。 偏心 を有するモ デル にお い て必要 エ ネル ギ

ーを吸収 した時の 各 フ レーム の 変位が δu を超え

ない ように 、捩れ変位が増大する X1 通 リフ レー

ム の耐力を割増すもの とし、 柱主筋量を増加 した 。

　表 3 に耐力割増 し率
一覧を示す 。 必要 エ ネル ギ

ー
吸収時変位分布 が 図12 の 破線 で 示す δ u 以下 に

なるまで、モ デル 名 「03」 、　 「05」 の X1 通りの

柱主筋を増加させた結果 の値を表に示 した 。 耐力

割増 し後の モ デル 名をそれ ぞれ 「03R」 、
「05R 」

とする 。

　耐力割増 し後の柱断面は図 1〜 S の伏 図におけ

る 0 内の 符号に よ る 。 柱符号 C2 はモ デ ル 名「03R 」、

C3 は 「05R」 の 断面である 。

5．実験概要

本章で は、3 章で設定 した解析モ デル および 4．2

節におけ る耐力割増し後の モ デ ル の 試験体を製作

し、 3章の解析方法の適合性、 および 4章の耐力

割増 し率の 妥当性 を実験によ っ て検証する 。

5．1試験体

試験体は 3．2節および 4．2節におけ る解析モ デ ル

に準 じる。 表 4 に試験体
一

覧を示す 。 試験体は総

数 4 体である 。 柱梁主筋および ス ラ ブ筋に継手を

設けず 、 柱主筋は 1〜3 層まで通 し配筋と し両端部

を鋼製プ レー トに溶接する こ とによ り定着を確保

した。
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　コ ンク リ
ー

ト打設は層ごとに分 け試験体 1 体に

付き 4 回行い 、 打設方向は高さ方向で ある 。 コ ン

ク リート圧縮強度は基礎部 42．IMPa
、

一
般階 26．1

〜29．1MPa で あ っ た 。

5．2　載荷 方法

　図 13に載荷模式図を示す 。 図 B 中の 瓦y，Z は

ピ ンの 回転可能な面を示 す。載荷は 最上階ス ラ ブ

の 両側に取 りつ けた 500kN ジ ャ ッ キ の 引張力によ

るもの とし 、 1層の層間変位で制御 し図 14 に示 す

正 負交番繰返し載荷を行 っ た 。

6．実験結果

6．1層せん断カ
ー

層間蛮位関係

　図 15に層せん断カ
ー

層間変位 （Q 一
δ）関係 の

包絡線を示す。 層間変位 （および層間変形角）は

重’瞬立置 （載荷位置）の値を用い た。 最大耐力は

耐力割増 しの 大 きい 試験体か ら順 に 05R ＞03R 》00

≒03 とな っ た 。 全 て の 試験体 で 層間変形角約

lfsoradでほぼ最大耐力に達 し 1層 の 鉛直部材に ヒ

ン ジが生 じ崩壊メカ ニ ズムを形成 した 。 図 16 に解

析結果と実験結果の 比較を示す。

一
例 として 「00」

の比較をする。 解析結果の Q一δ関係 と実験結果

の Q 一
δ関係包絡線は適合性が 良い こ とが分か る 。

他 の 試験体 に つ い て も同様 で あ っ た 。

6．2 捩れ回転角一
層間変形角関係

図 17に捩れ回転角
一

層間変形角（θ
一R）関係を

示す 。 X 軸の層間変形角は重心位置 （載荷位置）

の値で あ り、正 側載荷時 の 測定データーを表 した 。

Y 軸の捩れ回転角は Xl 通 りフ レ
ー

ムの 層間変位

と X3 通 りの層間変位の 差 を X1〜X3 通 り間の 長

さ（850mm × 2＝ 1．700mm ）で除 した値（祕 ）で 表 した

（捩れ回転角θ≒tan　e とした）。

偏心 の ない 試験体 「00」 は、R ＝ 1！100radま で ほ

ぼθ＝0 であるが、R ＝ 11100radを超える とθは増加

し、絶 対値で最大約 1／5（X｝rad の θ が生じた 。 試験

体製作上 の誤差 、 載荷装置 の 誤差等 によ り、偏心

の ない試験体にお い て 、 多少 の θが生 じた こ とに

なる 。 よ っ て 、θ＝± lf500radは許容誤差内とする 。

試験体 「03」 は R ＝1／25rad まで、θが増加する傾

向が見 られる 。 偏心に対して補強がない場合 、 R

の 増加 とともに θは増加する 。 試験体 「03R」 お

よ び 「05R」の θ は終局限界変形角（R ＝ 1／5伽 d）で 、

表4　 試験体
一

覧

Rc　 ：弾性剛性時偏心率

gx ：載荷 芯 　く群 ＝0 はX1通 りとY1通 りの

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 交点 とす る》

FORCE （
一
） R ）RCE （＋｝

YZ 　　　　》馬Y 　　　 x ．YYZ

　 YZ

  D 誤
  　  

図13 載荷模式図
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図14 載荷履歴
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ほ ぼ許容誤差内に低下する傾向が 見 られ た 。

よっ て、本論 の 方法により捩れ変位が増大する

フ レ
ー

ム（X1 通 りフ レ
ー

ム）の 耐力 を効果的に割増

す こ とによ り捩 れ回転角を低下 させ る こ とは可能

で ある。

6．3　×1〜 X3 通 りフ レーム の 層間変位

　図 ISに X1〜X3 通 りフ レーム の 層間変位をプ ロ

ヅ ト し直線で 結んだもの （以下 、 変位分布）を示

す。 実線は重心位置 （載荷位置 〉の層間変形角

R ＝ 1150md に 達 し た 時 の もの で あ る 。 試験体 「03R 」

は R ＝1150radで ほぼ必要 エ ネ ル ギ
ー

量（試験体 「00 」

が R富 1150radまでに吸収 したエ ネルギー
）に達 した

の で そ の ときの 変位分布を必要 エ ネル ギー吸収時

変位分布 とする 。
「05R 」 は R＝lf50radにお い て 吸

収 エ ネ ル ギー量は必要 エ ネ ル ギー量 を超 えた た め 、

吸収エ ネル ギ
ー

量と必要 エ ネ ル ギ
ー

量が等 しくな

るとき、すなわち R≒ 1！55radの 変位分布 を必要 エ

ネ ル ギ
ー
吸収時変位分布とした （図中の 「05R補

正 」に示す）。 図中の黒塗 りゾーン （8．8  （R ・ 1！50）

の ±10％、7．9〜9．7  ）は 6．2節で 述 べ 撫 偏心

の 試験体 「00」 の誤差範囲内で ある 。 こ の 範囲以

下に変位分布が位置するとき、 目標とする耐震性

能は確保され た こ とを意味する。 試験体 「03R」

および 「05R 補正 」 の 必要エ ネル ギー
吸収時変位

分布はぼぼ黒塗りゾー
ン よ り内側に位置 して い る

こ とが分 か る 。

よっ て 、 本論の方法により偏心を有する試験体

にお い て、捩れ変位が増大す るフ レーム（X1 通 り

フ レーム）の耐力を効果的に割増 すこ とによ り、 必

1！
li
　　31

　　　　　　　　　　 2　　　　　　　　　　 3

　 　 　 Xl 〜X3 通 リフ レ
ー

ム

図18 各フ レーム の 層間変位 分布図

要エ ネ ル ギーを吸収 し た ときの 各 フ レ
ー

ム の 層間

変位は無偏心 の 試験体と同等とするこ とが可能で

あることが分かる 。

7．まとめ

偏 心 を有す る RC 造 モ デル の 弾塑性静的解析を

行 い 、 捩れ変位 が増 大する フ レ
ー

ムの耐力を効果

的に割増す設計を し 、 同 モ デ ル の試験体 を製作 し

て実験を行 っ た結果 、 以下を得た 。

1）解析結果 の 層せ ん断カー層間変位関係 と実験結

　果 の 層 せ ん 断 カ
ー
層 間 変位 関係包絡線の 適合性

　は良 い 。

2）本論の 方法による 、 捩れ変位が増大する フ レー

　ム の耐力 を効果的 に割増す設計 を行 っ た、偏心

　を有する試験体にお ける、必要 エ ネ ル ギ
ー

を吸

　収 し た と きの 各 フ レーム 層間変位は、無偏 心 の

　試験体 と同等 とするこ とが可能 で ある 。

3）本論 の 方法 による解析結果 の 適合性、耐力割増

　し方法の 妥当性を確認した 。
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